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１．事業計画段階の取組経緯 

東日本大震災からの復興における沿岸被災市町の事業計画段階の取組は、災害危険区域の指

定、事業計画の検討の流れで進められ、復興整備計画の策定は次に示す時期に行われた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
事業計画段階の取組は沿岸被災市町の取組を示している。 

 
 

7～12月 1～6月 7～12月

復興整備計画の策定

事
業
計
画
の
検
討

2011年
平成23年

産
業
基
盤
整
備

居
住
基
盤
整
備

災害危険区域の指定

事業計画段階年表
2012年
平成24年 2016年

平成28年
2017年
平成29年

2019年
令和元年

2013年
平成25年

2014年
平成26年

2015年
平成27年

2018年
平成30年

11/11 山元町 3/1 塩竈市

【当初区域公示日】

【土地区画整理事業：事業認可日（当初）】

10/17南三陸町志津川地区 1/7
気仙沼市
松崎片浜地区

3/28南三陸町志津川東地区

【津波拠点事業：事業認可日（当初）】

【防集事業：大臣同意日（当初）】
3/23 石巻市鹿立浜地区、小室地区、岩沼市玉浦西地区

6/13 気仙沼市浦の浜地区

【土地区画整理事業：事業認可日（当初）】

7/24 石巻市新蛇田地区 4/1 多賀城市宮内地区

【津波拠点事業：事業認可日（当初）】

3/13 山元町新山下駅周辺地区、新坂元駅周辺地区

1/23 東松島市東矢本駅前地区、野蒜北部丘陵地区

12/26 東日本大震災復興特別区域法施行

5月気仙沼市・東松島市
7月南三陸町・仙台市・亘理町

3月女川町・石巻市・名取市・岩沼市・山元町

1月利府町
11月塩竈市・七ヶ浜町

1月多賀城市

土地区画
整理事業

【復興整備計画の策定（第1回公表）】

津波拠点
事業

土地区画
整理事業

津波拠点
事業

防集事業

2/26気仙沼市朝日町地区

（東日本大震災復興
特別区域法に基づく
特例の活用）
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２．災害危険区域の指定 

○取組の目的 

災害危険区域は、建築基準法第 39条に基づき、津波などによる災害の危険性が著しい区域

を指定するものであり、住居の用に供する建築物の建築を禁止する区域や制限内容を条例で

定めるものである。 

災害危険区域の指定による建築制限は、初動期の復興まちづくりに向けた時限的な建築制

限とは異なり、安全度の改善がない限り、制限が継続することとなる。 

 

○取組 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

   

（１）津波防護方針の検討 ア.新しい津波防災の考え方（p87） 

（２）建築制限区域・規制内容 

   の検討 

ア.建築制限の検討時期（p89） 

イ.建築制限区域の検討（p89）  
ウ.Ｌ２津波シミュレーションの方針（p92） 

エ.規制内容の検討（p93） 

（３）地域との調整 ア.住民への周知方法（p98） 
イ.住民への周知事例（p99） 
 

（４）災害危険区域の指定 
ア.災害危険区域の指定と見直し（p107） 
イ.災害危険区域の指定面積（p108）  
ウ.早期自主再建した建物が既存不適格建築

物になった事例（p108） 
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○得られた教訓 

災害危険区域範囲・制限内容の検討 

【対応しながら困ったこと】 

●津波シミュレーションによる土地利用困難地域の発生 

津波シミュレーションの条件（※）によっては、今次津波の規模を超えるものとなるた

め、浸水深・浸水範囲が大きくなることで、居住可能区域が限定的となり、復興まちづ

くり計画の検討が困難となる地域があった。（ヒアリング） 
【実際に対応したことから得られた教訓】 

☆津波シミュレーションの事前検討 

東日本大震災の際には国や県から津波シミュレーションの条件が示され、沿岸被災市

町は、地域の実情を踏まえた津波シミュレーションの条件を選択した。 

今後大規模災害の発生が予想される自治体においては、複数の条件でシミュレーショ

ンを事前に行い、想定規模の違いによる居住可能区域の変化を把握した上で復興まちづ

くりを検討することが望ましい。（ヒアリング） 

（※）東日本大震災の場合、津波発生時の潮位は満潮ではなかったが、これを満潮としてシミュレーションするような厳

しい条件を設定する場合を想定。 

【対応しながら困ったこと】 

●制限区域と制限内容設定の難しさ 

災害危険区域の設定について、ガイドラインなどで考え方が示されておらず、津波シ

ミュレーションの結果を基に、沿岸被災市町が独自に制限区域や制限内容を考えなけれ

ばならなかった。（ヒアリング） 

【実際に対応したことから得られた教訓】 

★災害リスクへの対応方法の決定 

災害危険区域の設定により建築制限の対象となる「建築物の種類」や「規制の内容」

については、市町村が被災した市街地の状況に応じ判断する必要がある。 

また、一律での建築制限が馴染まない場合、エリア分けを行い、条件付きで建築を認

めるなど、是認する災害リスクに応じて制限区域や制限内容を定めていくことが望まし

い。（ヒアリング） 

☆災害危険区域の事前検討 

津波シミュレーションによる被害想定に基づき、災害危険区域のエリアについても事

前に検討することが望ましい。（ヒアリング） 

☆事前に取り組めること ★事後に取り組むこと 

  

（２）建築制限区域 

・規制内容の検討 ヒ 
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地域との調整 

【対応しながら困ったこと】 

●住民からの区域縮小の要請 

災害危険区域に関する住民説明会において、現地再建を望む住民から災害危険区域の

縮小についての要請があった。（ヒアリング） 

【実際に対応したことから得られた教訓】 

★災害危険区域の見直しと地域への丁寧な説明 

地域からの要請を受けて、二線堤となる道路や海岸堤防の位置を再検討し、災害危険

区域を見直した事例がある。 
災害危険区域の指定は、土地所有者の住宅再建に大きな影響を与えることから、津波

防護・減災施設の整備方針を踏まえた指定の理由について、自治体としての考え方を地

域へ丁寧に説明した上で必要に応じて調整することが望ましい。（ヒアリング） 

☆事前の津波シミュレーションによる災害危険区域の想定 

複数の条件で津波シミュレーションを実施し、災害リスクをどこまで是認するかを検

討した上で、津波防護施設の整備、災害危険区域の設定、居住地として土地利用が可能

かなど復興まちづくりについて事前に検討を行っておくことが望ましい。 

（ヒアリング、ガイダンス P1-13､2-10） 

☆事前に取り組めること ★事後に取り組むこと  

（３）地域との調整 ガ ヒ 
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（１）津波防護方針の検討【再掲】（P63～64） 

ア．新しい津波防災の考え方 

ここでは、災害危険区域の範囲を検討する上で前提となる、防潮堤整備の考え方、復興まち

づくりの方針、津波シミュレーションの条件について整理する。 
（ア）津波防災の考え方 

東日本大震災は、未曽有の大災害であり、これまで想定してきたものとは大きく乖離してい

たため、従来の手法による防潮堤のみの防護では限界があることが明らかとなった。そのため、

これを教訓として、従来とは異なる新しい津波防災の考えを取り入れていくこととした。 

今後の津波防災を検討するにあたり、津波対策における想定津波高を比較的発生頻度が高い

（数十年から百数十年に一度の頻度）L1津波と、発生頻度は極めて低い（数百年に一度の頻度）

が最大クラスの L2津波の 2段階に区分し想定することとした。 

L1津波に対しては、防潮堤で防護することで、人命・財産を保護し、安定して経済活動を継

続させる。L2 津波に対しては、住民の避難を前提に「減災」という新しい考え方を取り入れ、

土地利用や避難施設、防災施設などを組合せとりうる手段を尽くした総合的な津波防災対策を

構築し、人命の保護を最優先することとした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：災害に強いまちづくりみやぎモデルの構築（H29.3県土木部) 

図 2-2-1 新しい津波防災と防潮堤・まちづくりの考え方  
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（イ）L1 津波への対応 
L1津波に対しては、防潮堤で防護することとした。L1津波を防護する防潮堤の計画堤防高は、

宮城県沿岸を湾の形状や自然条件などを勘案し、同一の津波外力が発生すると判断される一連

の海岸線とした 22 の地域に分割し、過去の津波高やシミュレーション結果などを基に設定し

た。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：災害に強いまちづくりみやぎモデルの構築パンフレット(H29.3、県土木部) p12  

図 2-2-2 L1津波に対する設計堤防高の設定方法 

 
（ウ）L2 津波への対応 

L2津波に対しては、津波が越流しても「完全には壊れない」、「破壊までの時間を少しでも長

くする」粘り強い構造の防潮堤を整備することで、避難時間の確保や浸水範囲を減少させる「減

災」を図った。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：災害に強いまちづくり宮城モデルの構築パンフレット（H29.3、県土木部）p13 

図 2-2-3 L2津波に対する粘り強い構造の考え方 
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（２）建築制限区域・規制内容の検討 

ア．建築制限の検討時期 

建築基準法第 39 条に基づく災害危険区域の指定による建築制限の検討を開始した時期は、沿

岸被災市町によって平成 23（2011）年 3月から平成 24（2012）年 2月まで約 1年の開きがあっ

た。また、検討に要した期間は 7か月から 14か月で平均所要期間は約 10か月となっている。 

東日本大震災の際は、初動期段階の建築制限を実施した後、災害危険区域の指定が行われた。 
 

イ．建築制限区域の検討 

（ア）建築制限区域と居住可能区域の検討 
災害危険区域の指定による建築制限区域の設定にあたっては、整備する多重防御施設の効果

などを見込んで設定する居住可能区域と併せた検討が必要となった。（被災地域を建築制限区域

と居住可能区域に分類するイメージ） 
居住可能区域の設定にあたっては、津波の浸水深と流速による家屋被害の状況を分析し、家

屋の安全が保たれる条件を検討する必要があった。県では、地形特性などによりモデル市町を

選定し、震災時の津波の浸水深や流速と流失家屋の関係を整理し、判断材料とした。 

【POINT】居住可能地区の選定フロー 
 

居住可能地区の選定フローは次のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：宮城県復興まちづくりのあゆみ（R2.3、県土木部）p9を基に作成 

図 2-2-4 居住可能地区の選定フロー 

P91【参考】 

参照 

P92ウ 

参照 

P90【参考】 

参照 
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【参考】今次津波の再現シミュレーションと家屋被害状況の把握              宮城県 
 
家屋被害が発生したポイントは東北大学等による航空写真から家屋被害、目視判読調査から

把握した。 
また、家屋被害が発生したポイントにおける、被災時の津波の浸水深と流速がどの程度であ

ったかを把握するため、今次津波の再現シミュレーションを行った。 
今次津波の再現シミュレーションは、東北大学で開発されたプログラムを用いて実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：宮城県復興まちづくりのあゆみ（R2.3、県土木部）p9 

図 2-2-5 今次津波の再現シミュレーション結果と建物被害の発生状況（岩沼市） 
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【参考】津波の浸水深・流速と建物被害の関連性把握、フラジリティ曲線の作成  宮城県 
 
家屋被害と浸水深・流速の関係について、さらに居住可能地区を抽出するための資料として

わかりやすく可視化するために、フラジリティ曲線を作成した。これにより、仙台湾沿岸部で

は浸水深が 2.0ｍ以上、流速が 3.5ｍ/s以上の条件で家屋被害が発生する一方で、リアス地形

の三陸沿岸部では、浸水深が 2.0ｍ未満、流速が 2.0ｍ/s未満であっても被害が発生し、地形

特性によって被害が発生する条件に違いがあることが明らかとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

出典：宮城県復興まちづくりのあゆみ（R2.3、県土木部）p10 

図 2-2-8 津波の浸水深・流速と家屋被害との関連性 

被災前 被災後 

海岸部の家屋は全て

流失（浸水深 6m程

度以上） 

内陸部の家屋は

ほぼ残存（浸水

深 2m程度以下） 

図 2-2-6 津波の浸水深と家屋被害 
                   との関連性（仙台湾沿岸） 

図 2-2-7 津波の流速と家屋被害 
        との関連性（仙台湾沿岸） 
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ウ．Ｌ２津波シミュレーションの方針 

（ア）国土交通省が示した計算条件 
国土交通省では、被災地域における復興まちづくり計画の策定を支援するため、津波シミュ

レーションの標準的な方法などについてまとめた「平成 23年東北地方太平洋沖地震における津

波の対策のための津波浸水シミュレーションの手引き」を平成 23（2011）年 7 月 11 日に発表

した。その中で示された津波シミュレーションの条件は下記のとおり。 
 
■計算条件 

①地形データは震災後の最新のものとする。（地盤変動後） 

②潮位は朔望平均満潮位とする。 

③地震による想定沈下量を地盤変動後の標高から差し引く。 

④構造物の条件は、目的に応じて破壊なし、破壊するを選択する。 
 

（イ）県が示した計算条件 
国の手引きに基づく津波シミュレーション条件は、今次津波発生時潮位より水位を高くした

上で、構造物の破壊についても考慮することとしており、その条件で計算すると、今次津波の

被害を大きく上回る結果となるため、居住可能地区の設定など、復興まちづくり計画の検討が

困難となる地域が生じた。 

このことから、県では、地域の実情を踏まえた津波シミュレーションの方針について、学識

者や国土交通省と協議を行い、平成 23（2011）年 10月 13日に、次のとおり、土地利用計画（復

興まちづくり計画）と避難計画を別々に考える方針（案）を沿岸被災市町に示した。 
 
■計算条件 

①土地利用計画の検討 

・潮位は今次津波発災時潮位（T.P.-0.42ｍ）とする。 

・海岸保全施設は粘り強い構造を前提として、破壊しないものとする。 

②避難計画等の検討 

・潮位は朔望平均満潮位とする。 

・防潮堤は越流時点で破壊するものとする。 

※今次津波の被災状況から対外的な説明が困難な場合などは個別対応できる。 
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（ウ）災害危険区域の検討 
災害危険区域による建築制限は県内 12沿岸被災市町で実施され、災害危険区域は、津波防護

施設や多重防御施設、居住地の嵩上げ範囲などの条件を設定し実施した津波シミュレーション

の浸水範囲や浸水深を基に決定した。 

また、津波シミュレーションと合わせて、離半島部や地形が複雑な一部の地域においては、

今次津波の浸水範囲や浸水深を参考に範囲を検討した。 
 

【POINT】建築制限の事前検討 
 
市街地が海に近い当該市町においては、事前に津波シミュレーションなどにより、被災規模

を想定して、建築制限の必要性の検討や必要な場合の建築制限の範囲や内容を事前検討するこ

とが望ましい。 

 

エ．規制内容の検討 

（ア）建築制限のパターン 
災害危険区域の規制内容は、建築制限の対象施設と方法の組み合わせにより、6パターンに整

理できる。 

表 2-2-1 災害危険区域の建築制限のパターン 

建築制限の方法 
建築制限の対象施設 

住宅等注 1 住宅等＋特定用途の建物注 2 

建築禁止のみ 【パターン 1】 
塩竈市 

仙台市 
【パターン 2】 

南三陸町 

石巻市 

建築制限注 3のみ 【パターン 3】 
女川町 

名取市 
【パターン 4】 気仙沼市 

建築禁止 

＋建築制限 
【パターン 5】 

岩沼市注 4 

山元町注 5 
【パターン 6】 

東松島市、 

七ヶ浜町注 6 

亘理町注 6 

注 1）住宅等：住宅、共同住宅、長屋、寄宿舎、下宿、寮等、住居の用に供する建築物 

注 2）特定用途の建物：ホテル、旅館、病院・診療所、児童福祉施設、研修所等（沿岸被災市町により異なる） 

注 3）建築制限の内容（沿岸被災市町により異なる） 

基礎の嵩上げ（床面の高さ制限等） 

建築構造の制限（鉄筋コンクリート造または鉄骨コンクリート造等の津波に耐えうる構造とする） 

階高の制限（２階建て以上、地階は設けない等） 

注 4）第 1種区域が建築禁止、第 2種区域が建築制限 

注 5）第 1種区域が建築禁止、第 2種・第 3種区域が建築制限 

注 6）住宅等が建築禁止、特定用途の建物が建築制限 

出典：沿岸被災市町条例  
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（イ）建築制限内容の事例 
沿岸被災市町で行われた建築制限の具体的な制限内容は下記のとおり。 

表 2-2-2 災害危険区域の建築制限内容の例 

パターン 
市町名 

(例) 
制限内容 建築制限の対象 

【パターン１】 仙台市 建築禁止 

住宅（専用住宅、併用住宅、長
屋）、寄宿舎、下宿、寮、共同
住宅、その他これらに類する
用途をもつ建築物 

【パターン２】 石巻市 建築禁止 

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿
その他の居住室（住居の用に
供する部分をいう。）を有する
建築物、ホテル、旅館、病院、
病床を有する診療所及び児童
福祉施設等の建築物 

【パターン３】 女川町 

〔嵩〕住居の用に供する部分の床面が予想津波水位より高いこと 
〔階〕避難上必要な部分の床面が予想津波水位に相当する階に 2
を加えた階以上の高さにあること 

〔構〕予想津波水位以下にある主要構造部が、鉄筋コンクリート
又は鉄骨等の耐水性の構造であること 

〔構〕東日本大震災における津波による建築物被害を踏まえた津
波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針（平成 23年 11月
17日国住指定第 2570号）に適合すると構造診断者が認め、津
波に対する構造基準適合証明書(様式)の交付を受けたもの 

専用住宅、長屋、共同住宅、寄

宿舎、下宿及び住宅で事務所、

店舗その他これらに類する用

途を兼ねる建築物 

【パターン４】 気仙沼市 

〔嵩・階・構〕住宅・長屋・寮等の建築物は居室、旅館等の建築
物は床面の高さが、それぞれ基準水位を超え、かつ、一級建築
士の津波に対する構造耐力上安全であると認める証明がある
もの 

〔嵩・階・構〕児童福祉施設、病院等の建築物は、居室の床面の
高さが基準水位＋3m を超え、基準水位+7ｍを超えた場所に避
難場所を設置し、かつ、一級建築士の津波に対する構造耐力上
安全であると認める証明があるもの 

〔嵩〕木造建築物であって、高さ 2m以内の盛土により、敷地の
高さが基準水位を超えるもの 

〔嵩〕木造建築物であって、基礎を鉄筋コンクリート造とし、土
台等の木造部分が基準水位を超え、かつ、基礎の高さが 1m 以
内のもの。ただし、盛土と併用する場合は、基準水位以下の部
分で、基礎と盛り土の高さの合計が 2m以内のもの 

住宅、共同住宅、長屋、寄宿舎、

下宿及び寮 児童福祉施設等 

旅館業の営業に供する施設 

病院及び診療所のうち患者を

入院させる施設を有するもの 

宿泊設備を有する研修施設 

【パターン５】 岩沼市 

第１種区域 建築禁止 
第２種区域 次のいずれかに適合し、災害防止上支障がないと
市長が認めるときは、前項の規定（居住の用に供する建築物を建
築してはならない）を適用しない 
〔構〕主要構造部（屋根及び階段を除く）を鉄筋コンクリート造
又は鉄骨造とし、地階に居住室を有さないこと 

〔嵩〕基礎を鉄筋コンクリート構造とし、1階居住室の床面高さ
を接する道路面から 1.0m以上とする 

住宅、兼用住宅、共同住宅、寄

宿舎、下宿その他居住室を有

する建築物 

【パターン６】 東松島市 

第１種区域 建築禁止 
第２種区域 
〔構〕主要構造物が鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリー
ト造 

〔階〕階数が 2以上、地階を有さない 
第 3種区域 
〔嵩〕宅地の接する道路の高さから 1階の居住室の床面の高さを
1.5ｍとすること、建築物の基礎は鉄筋コンクリート造とする
こと 

住宅、併用住宅、共同住宅、寄

宿舎、下宿その他の居住室(居

住のために使用する居室)を

有する建築物、医療施設及び

児童福祉施設等の建築物 

制限方法の凡例 〔嵩〕基礎の嵩上げ（床面の高さ制限など）／〔階〕階高の制限（2 階建て以上、地階は設けないなど） 

        〔構〕建築構造の制限（鉄筋コンクリート造または鉄骨コンクリート造等の津波に耐えうる構造とするなど） 

出典：沿岸被災市町条例を基に作成  
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出典：仙台市災害危険区域条例、仙台市ホームページ 

http://www.city.sendai.jp/kenchikushido-kanri/jigyosha/taisaku/kenchiku/gyose/shiryo/kikenkuiki.html 

図 2-2-9 災害危険区域図（仙台市） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：東日本大震災に伴う石巻市災害危険区域の指定及び建築制限 

に関する条例、石巻市ホームページ https://www.city.ishinomaki.lg.jp/cont/10185000/8550/8550.html 

図 2-2-10 災害危険区域図（石巻市）  

【パターン 1】住宅等の建築禁止 

■仙台市の災害危険区域における建築制限 
 
【面積】1,214ha 

【制限を受ける建物】 

住宅（専用住宅、併用住宅、長屋）、寄宿舎、下宿、寮、 

共同住宅、その他これらに類する用途をもつ建築物 
【制限内容】 
建築禁止 

【パターン 2】住宅等・特定用途の建物の建築禁止 

■石巻市の災害危険区域における建築制限 
 
【面積】1,696ha 

【制限を受ける建物】 
住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿その他の居住室（住居の用

に供する部分をいう。）を有する建築物、ホテル、旅館、病

院、病床を有する診療所及び児童福祉施設等の建築物 
【制限内容】 
建築禁止 
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出典：女川町災害危険区域に関する条例、女川町災害危険区域に関する条例施行規則 
女川町ホームページ https://www.town.onagawa.miyagi.jp/hukkou/kikenkuiki.html 

図 2-2-11 災害危険区域図（女川町） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：気仙沼市災害危険区域に関する条例、 
気仙沼市災害危険区域に関する条例施行規則 
気仙沼市災害危険区域における建築認定基準 
気仙沼市ホームページ https://www.kesennuma.miyagi.jp 

/sec/s103/010/020/010/010/1341796894952.html 

図 2-2-12 災害危険区域図（気仙沼市） 

【パターン 3】住宅等の建築制限 

■女川町の災害危険区域における建築制限 
 

【面積】269ha 
【制限を受ける建物】 
専用住宅、長屋、共同住宅、寄宿舎、下宿及び住宅で事務

所、店舗その他これらに類する用途を兼ねる建築物 
【制限内容(※)】 
〔嵩〕住居と居室の用に供する部分の床面が予想津波水位 

  より高いこと 
〔階〕避難上必要な部分の床面が予想津波水位に相当する 

   階に2を加えた階以上の高さにあること 
〔構〕予想津波水位以下にある主要構造部が、鉄筋コンク 

   リート又は鉄骨等の耐水性の構造であること 

〔構〕東日本大震災における津波による建築物被害を踏ま 

      えた津波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針 

（平成23（2011）年11月17日国住指定第2570号）に適 
   合すると構造診断者が認め、津波に対する構造基準 
   適合証明書(様式)の交付を受けたもの 

【パターン 4】住宅等・特定用途の建物の建築制限 

■気仙沼市の災害危険区域における建築制限 
 
【面積】1,390ha 
【制限を受ける建物】住宅、共同住宅、長屋、寄宿舎、下宿及

び寮、児童福祉施設等、旅館業の営業に供する施設、病院及

び診療所のうち患者を入院させる施設を有するもの、宿泊設

備を有する研修施設 

【制限内容(※)】 

〔嵩・階・構〕住宅・長屋・寮等の建築物は居室、旅館等の建

築物は床面の高さが、それぞれ基準水位を超え、かつ、

一級建築士の津波に対する構造耐力上安全であると認

める証明があるもの 

〔嵩・階・構〕児童福祉施設、病院等の建築物は、居室の床面

の高さが基準水位＋3mを超え、基準水位+7ｍを超えた場

所に避難場所を設置し、かつ、一級建築士の津波に対す

る構造耐力上安全であると認める証明があるもの 

〔嵩〕木造建築物であって、高さ2m以内の盛土により、敷地の 

高さが基準水位を超えるもの 

〔嵩〕木造建築物であって、基礎を鉄筋コンクリート造とし、

土台等の木造部分が基準水位を超え、かつ、基礎の高さ 

が1m以内のもの。ただし、盛土と併用する場合は、基準

水位以下の部分で、基礎と盛り土の高さの合計が2m以内

のもの 
 

 ※建築制限の種類の凡例 
 
〔嵩〕基礎の嵩上げ 
〔階〕階高の制限 
〔構〕建築構造の制限 
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出典：岩沼市災害危険区域に関する条例、岩沼市ホームページ 

https://www.city.iwanuma.miyagi.jp/kurashi/infrastructure/toshi-keikaku/sonota/kikenkuiki-jorei.html 

図 2-2-13 災害危険区域図（岩沼市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：東松島市津波防災区域建築条例 
東松島市津波防災区域条例施行規則 
東松島市ホームページ 
https://www.city.higashimatsushima.miyagi.jp 

/index.cfm/22,771,72,html 

図 2-2-14 災害危険区域図（東松島市） 
  

【パターン 5】住宅等の建築禁止・建築制限 

■岩沼市の災害危険区域における建築制限 
 
【面積】1,056ha 

【制限を受ける建物】 
住宅、兼用住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿その他居住室を

有する建築物 
【制限内容(※)】 
第１種区域 
建築禁止 

第２種区域 
〔構〕主要構造部（屋根及び階段を除く）を鉄筋コンクリート     

  造又は鉄骨造とし、地階に居住室を有さないこと 
〔嵩〕基礎を鉄筋コンクリート構造とし、1階居住室の床面高 

    さを、接する道路面から1.0m以上とする 

第1種～第2種の2区域に災害危険区域を区分し、建築制限

をかける対象と建築制限の内容を細かく区分 

【パターン 6】住宅等・特定用途の建物の建築禁止・建築制限 

■東松島市の津波防災区域における建築制限 
 
【面積】1,202ha 
【制限を受ける建物】 
住宅、併用住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿その他の居住室(居
住のために使用する居室)を有する建築物、医療施設及び児

童福祉施設等の建築物 

【制限内容(※)】 

第１種区域 

建築禁止 

第２種区域 

〔構〕主要構造物が鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンク 

 リート造 

〔階〕階数が2以上、地階を有さない 

第3種区域 

〔嵩〕宅地の接する道路の高さから1階の居住室の床面の高 

さを1.5ｍとすること、建築物の基礎は鉄筋コンクリー

ト造とすること 

第1種～第3種の3区域に災害危険区域を区分し、建築制限

をかける対象と建築制限の内容を細かく区分 

※建築制限の種類の凡例 
 
〔嵩〕基礎の嵩上げ 
〔階〕階高の制限 
〔構〕建築構造の制限 
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（３）地域との調整 

ア．住民への周知方法 

災害危険区域を指定した際の住民への周知方法は、広報誌、ホームページ、説明会が多く、

その他、回覧板、役所や相談窓口、現地立て看板、ラジオのほか、自治会などの地元組織を活

用した周知も行われていた。 

表 2-2-3 住民への周知方法 

市町名 広報誌 
ホーム 

ページ 
回覧板 

現地立

て看板 
ラジオ 説明会 その他 

ａ市 ● ●    ● 

●避難所での掲示 

●がけ近事業注）の相

談窓口 

ｂ町  ●    ●  

ｃ市 ●      
●市役所（本庁、総合支所、

支所）で閲覧 

ｄ町 ● ●    ●  

ｅ市 ● ●      

ｆ市 ● ●    ●  

ｇ町 ● ●    ●  

ｈ市  ●    ●  

ｉ市  ●     ●協議会への説明 

ｊ市 ● ●      

ｋ町 ● ● ● ●   
●自治会を通じた周

知 

ｌ町 ● ●   ● ●  

注）「がけ近事業」は、「がけ地近接等危険住宅移転事業」のこと 
出典：令和 3年 1月実施沿岸被災市町ヒアリング（県土木部） 
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イ．住民への周知事例 

（ア）住民説明会における災害危険区域の周知事例（仙台市） 
仙台市では、説明会を通して災害危険区域（案）の説明を行い、その中で住民から出された

意見を基に、災害危険区域の見直しを行った。 
 

ａ．第１回東部地域まちづくり説明会 

東部地域まちづくり説明会において、土地利用方針と建築制限の基本的な考え方の説明を行

った。説明会の概要は、次のとおりである。 

表 2-2-4 第 1回東部地域まちづくり説明会（仙台市）の概要 

日  程 平成 23（2011）年 8月 20日～8月 31日 

対  象 仙台東部道路より東側の 19 町内会 

開催回数 計 15 会場 

対象者数 延べ 3,711人 

参加者数 2,760 人（74.7％） 

説明会内容 

① 復興ビジョン（東部地域のまちづくり） 

② 津波シミュレーション 

③ 土地利用方針と建築制限の基本的な考え方 →次ページに説明内容を掲載 

④ 防集事業の概要 

⑤ 災害公営住宅の概要 

⑥ 今後の作付予定及び作付に向けた作業スケジュール（七北田川右岸地域のみ） 

出典：第 1回東部地域まちづくり説明会資料（H23.8、仙台市） 

東日本大震災の被災状況に対応した市街地復興パターン概略検討業務（その 18）報告書 
（H24.3、国土交通省都市局） 
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仙台市では、「住まいの安全性に関する基本的な考え方」、「地域ごとの住まいの再建と建築制

限の考え方」を住民に対し説明した。 

表 2-2-5 第 1回東部地域まちづくり説明会（仙台市）の説明内容 

区分 内   容 

住
ま
い
の
安
全
に
関
す
る

基
本
的
な
考
え
方 

・防潮堤や嵩上げ道路などの防災施設の整備により津波の浸水深が一定の数値以下に
なることをもって、その浸水深を下回る地域では、一定の安全性が確保できるとする
目安としたいと考えています。 

地
域
ご
と
の
住
ま
い
の
再
建
と
建
築
制
限
に
つ
い
て 

安
全
性
が
確
保
で
き

る
一
定
の
浸
水
深
を

超
え
る
地
域 

・津波による危険性が高い地域であるため，安全な地域への移転が必要と考
えています。 

・移転の手法としては、「防災集団移転促進事業」が有力と考えています。 
・将来にわたり安全性を確保するため、災害危険区域を指定することにより、
住宅の建築（新築、増築、改築）を禁止することとなります。 

安
全
性
が
確
保
で
き
る
一
定
の

浸
水
深
を
下
回
る
地
域 

・一定の安全性が確保できると考えられる地域であるため、浸水深に応じて
一定の盛土などが必要となる場合も含め、現位置での再建を基本とします。 

・この地域においては、浸水深に応じて居室の床の高さを制限する場合など
を除き、建築制限は行いません。 

・しかし、防災施設整備には一定の期間を要することや、防災施設による完
全な防災は望めないことから、避難施設の整備など、安全確保に向けた取
り組みを進めます。 

・また、七北田川から南側の市街化調整区域内では、人口減少や高齢化が進
む集落を維持していくため、合意が得られた地区においては、周辺の農地
の再整理と合わせた集落の集約化を推進します。 

出典：第 1回東部地域まちづくり説明会資料（H23.8、仙台市）を基に作成  

この浸水深と安全性との関連については、学術的な研究・調査から、浸水深が 2m
以下であれば、多くの家屋の流失が抑えられ、人命を守る観点からも安全性が格
段に高まるとされています。 
今後、仙台市における浸水深と建物被災状況との関係を踏まえ、専門家の意見を
聴きながら、安全性の目安となる浸水深について検討します。 
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説明会では、参加者から現位置再建を希望する意見や建築制限範囲の見直しを求める意見な

どが寄せられた。 

表 2-2-6 東部地域まちづくり説明会（仙台市）での意見 

出典：東部地域まちづくり説明会の開催結果概要（仙台市） 
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ｂ．津波浸水シミュレーションの見直し等に関する説明会 

仙台市では、東部地区まちづくり説明会であげられた意見を受け、災害危険区域の見直しを

実施し、その結果に関する説明会を改めて開催した。 

具体的には沿岸部県道の一部直線化と海岸堤防の延伸を検討し、その結果を反映させた津波

シミュレーションを再度実施した。 

これにより、津波による被害の危険性が高い地区（予測浸水深が 2m以上となる地区）を縮小

することができ、災害危険区域は当初まちづくり説明会で提案したものより縮小した。 

表 2-2-7 津波浸水シミュレーションの見直し等に関する説明会（仙台市）の概要 

日  程 平成 23（2011）年 11月 5日～11月 6日 

対  象 第 2回東部地域まちづくり説明会から区域が変更になった４町内会 

開催回数 計 5会場 

対象者数 延べ 1,012人 

参加者数 580人（56.5％） 

説明会内容 
① 津波シミュレーションの見直しについて 

② 移転対象地区（災害危険区域）の区域等について →下に説明図を掲載 

出典：東日本大震災の被災状況に対応した市街地復興パターン概略検討業務（その 18）報告書 
（H24.3、国土交通省都市局） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：東日本大震災の被災状況に対応した市街地復興パターン概略検討業務 
（その 18）報告書（H24.3、国土交通省都市局）を基に作成 

図 2-2-15 仙台市津波浸水シミュレーションの見直し等に関する説明会資料  

見直しによって
縮小した区域 

見直し後の 
災害危険区域 
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（イ）住民説明会における災害危険区域の周知事例（山元町） 
山元町では、災害危険区域の指定にあたり、沿岸地区の住民を対象に説明会を行った。 

表 2-2-8 災害危険区域条例に関する住民説明会（山元町）の概要 

日  程 平成 23（2011）年 10月 25日（火）、10月 26日（水）（※開催時間 18:30～20:30） 

対  象 沿岸部の磯区、中浜区、町区、新浜区、笠野区、花釜区、牛橋区 

開催回数 ２会場（中央公民館２階大ホール、山下中学校体育館） 

対象者数 延べ 2,585人 

参加者数 735人（28.4％） 

説明会内容 

① 災害危険区域に関する条例 →次ページ以降に資料を掲載 

② 災害危険区域の種別毎の住宅再建方法 

③ 住宅再建のモデルケースでの試算 

出典：山元町ホームページ https://www.town.yamamoto.miyagi.jp/site/fukkou/301.html 

 
 
住民説明会においては、次のような意見が寄せられた。 

表 2-2-9 山元町の住民説明会での住民からの主な意見 

・災害危険区域は何を根拠に設置しているのか。 
・浸水深 2ｍ以上の区域でも、家屋が残っているところは安全といえるのではないか。 

・災害危険区域の範囲が広すぎないか、前回の案よりも広がっていないか。 

・盛土道路を 3ｍとした場合のシミュレーション結果だけでなく、他のパターンの結果も示

して欲しい。 

・1000 年先の津波のために私権を規制する条例はおかしくないか。 

・県道相馬亘理線を 5ｍ以上嵩上げすれば災害危険区域が減るのではないか。 

・条例制定に向けたスケジュールが性急過ぎないか。 

・災害危険区域は一度決めたら変更されないのか。 
・災害の危険性がある災害危険区域で工場や事務所等を建てられるのはおかしくないか。 
・防災緑地ゾーン内の土地の扱いを教えて欲しい。 
出典：東日本大震災の被災状況に対応した市街地復興パターン概略検討業務（その 22）報告書 

（H24.3、国土交通省都市局） 
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出典：山元町ホームページ https://www.town.yamamoto.miyagi.jp/site/fukkou/301.html 

図 2-2-16 山元町災害危険区域条例に関する住民説明会・災害危険区域の説明資料（その１）  
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出典：山元町ホームページ https://www.town.yamamoto.miyagi.jp/site/fukkou/301.html 

図 2-2-17 山元町災害危険区域条例に関する住民説明会・災害危険区域の説明資料（その２）  
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（ウ）ホームページにおける災害危険区域の周知事例（気仙沼市） 
気仙沼市では、災害危険区域の指定についてホームページでの周知を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：気仙沼市ホームページ https://www.kesennuma.miyagi.jp/sec/s103/010/010/010/020/1408322300473.html 

図 2-2-18 ホームページにおける災害危険区域の周知の事例（気仙沼市）  
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（４）災害危険区域の指定 

ア．災害危険区域の指定と見直し 

多くの沿岸被災市町では、災害危険区域を指定した後、区域の追加などによる見直しを行っ

た。気仙沼市の内湾地区では、内湾地区復興まちづくり協議会における議論を踏まえ、防潮堤

及び土地区画整理事業の計画が概ね定まった後、災害危険区域の追加指定を行った。 
表 2-2-10 災害危険区域の見直し状況 

市町名 
区域告示日 
（初回） 

区域告示日 
（見直し 1） 

区域告示日 
（見直し 2） 

区域告示日 
（見直し 3） 

区域告示日 
（見直し 4） 

備考 

気仙沼市 H24. 7. 9 H26. 8.20     

南三陸町 H24. 4. 1 H24. 7. 1 H24. 8. 1 H24. 9. 1 H24.10. 1 以降 5回変更 

石巻市 H24.12. 1      

女川町 H24.12.10      

東松島市 H24. 6. 1      

塩竈市 H25. 3. 1 H28.12. 1     

七ヶ浜町 H24. 9.20 H28. 2.16 H30. 3.15    

仙台市 H23.12.16 H24. 9.10 H25. 3.15    

名取市 H24. 9.25 H25. 6.25 H25.12.24    

岩沼市 H24.12.17 H25.12.12     

亘理町 H24. 6.18      

山元町 H23.11.11 H25.12. 7     

注 1）日付は東日本大震災後のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       【平成 24（2012）年 7月 9日告示】          【平成 26（2014）年 8月 20日告示】 

出典：気仙沼市ホームページ 

https://www.kesennuma.miyagi.jp/sec/s103/010/020/010/010/kikenkuikimap-kesennuma.pdf 

https://www.kesennuma.miyagi.jp/sec/s103/010/010/010/020/kikenkuikimap-kesennuma-naiwan.pdf 

図 2-2-19 気仙沼市気仙沼地区の災害危険区域の変遷  

内湾地区の 
追加指定 
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イ．災害危険区域の指定面積 

東日本大震災の大津波による災害危険区域の指定面積は次表のとおり。 
リアス地形の三陸沿岸地域では、浸水区域面積に対する災害危険区域面積の割合が大きくな

る一方、山元町では、災害危険区域を第 1 種から第 3 種に区分し比較的広い範囲に制限を設け

た関係で災害危険区域面積の割合が大きくなった。 

表 2-2-11 災害危険区域の指定面積 

市町名 
行政区域面積 

※1 

浸水区域面積 

（ａ）※2 

災害危険区域面積

（ｂ）※3 
ｂ／ａ 

気仙沼市 33,244ha 1,800ha 1,390.2 ha 約 8割 

南三陸町 16,340ha 1,000ha 666.1 ha 約 7割 

石巻市 55,455ha 7,300ha 1,696.0 ha 約 2割 

女川町 6,535ha 300ha 269.0 ha 約 9割 

東松島市 10,136ha 3,700ha 1,202.0 ha 約 3割 

塩竈市 1,737ha 600ha 13.9 ha 1 割未満 

七ヶ浜町 1,319ha 500ha 199.2 ha 約 4割 

仙台市 78,635ha 5,200ha 1,213.8 ha 約 2割 

名取市 9,817ha 2,700ha 769.0 ha 約 3割 

岩沼市 6,045ha 2,900ha 1,056.0 ha 約 3割 

亘理町 7,360ha 3,500ha 545.0 ha 約 2割 

山元町 6,458ha 2,400ha 1,945.2 ha 約 8割 

出典 ※1：令和元年度土地利用の現況と施策の概要（R1.12、宮城県国土利用計画管理運営資料）p18,19 

   ※2：国土地理院ホームページ https://www.gsi.go.jp/chirijoho/chirijoho40025.html 

   ※3：宮城県復興まちづくりのあゆみ（R2.3、県土木部）p35 

 
 

ウ．早期自主再建した建物が既存不適格建築物になった事例 

災害危険区域が指定される前に自主再建した建物が既存不適格建築物となった事例がある沿

岸被災市町は、12市町のうち半数以上の 7市町であった。 
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